
Acrobat AI アシスタント*は、AcrobatとAcrobat Readerの画面に統合された、生成
AIベースの対話型の支援機能です。複数の長文のドキュメントをAIが即座に要約し、
読み手からの質問への回答を提供したり、メールやレポート、プレゼンテーションなど
の用途に応じた文章を作成します。PDF内の大量の文章から重要な情報を抽出する

ことで、ドキュメントへの理解度を高め、より高度な分析と結論の導き出しに集中できるようになります。Acrobat AI アシスタントは、ハルシネー
ション（事実と異なる情報の生成）とセキュリティ（データガバナンス）対策を重視して設計されているため、どんな組織でも安心して利用できます。 
* 生成AI機能は2025年2月時点で日本語、英語、ドイツ語、フランス語、イタリア語、スペイン語、ポルトガル語に対応しています。

PDF内の情報を読み手が理解しやすくするための質問をAIが作成し、その質問
をクリックすることで回答が表示されます。また、自分で質問を作成して回答を
得ることもできます。

使い慣れたAcrobatでいつもの業務を簡単・安全にスピードアップ！

ハルシネーションとセキュリティの対策が強化された
Acrobatの生成AIで文書業務を効率化

PDFの内容を解析してAIが要約する機能で、全体要約、セクションごとの要約
が可能。PDF内の情報のみを要約するため、ハルシネーションなど信頼性の
低い情報は提示しません。

複数のドキュメント*を横断して内容を要約したり、質問や回答をしたり、目的
に応じたコンテンツ（表など）を作成することができます。
* 2025年2月時点、PDF / DOCX / PPTX / TXT / RTFの5種類のファイルフォーマットに対応

しています。また、10ファイル、100MB、600ページ以内のPDFに対してご利用いただけます。

お客様のドキュメントの内容が学習されることはありません。ドキュメントは
暗号化され、セキュリティが確保されたアドビのサーバに一時的に転送、解析
されますが、処理後12時間以内に削除されます。

Acrobatの新しい
生成AIの機能とは



お問い合わせ先
アドビ株式会社　
 〒141-0032 東京都品川区大崎1-11-2 ゲートシティ大崎 イーストタワー
www.adobe.com/jp/ 
このリーフレットに記載の情報は、2024年10月時点のものです。内容に関しては予告なく変更
される場合がございますので、あらかじめご了承ください。
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* 2025年2月時点。価格はAdobe.com（アドビのオンラインストア）の税込価格です。アドビの販売店からご購入される場合の価格は、各販売店にお問い合わせください。
ご購入本数に応じたボリュームディスカウントもご用意しております。

Acrobat Reader、Acrobat デスクトップ版、webアプリ、モバイル版、Google Chrome
とMicrosoft Edgeのブラウザー拡張機能において、月額4.99ドル*からの追加のサブ
スクリプションで提供しています。購入方法は右記QRコードをご参照ください。

研究職：最新の研究や論文を瞬時に読み込み開発期間
を短縮

開発職：競合各社のホワイトペーパーを比較して戦略や
市場トレンドを横断的に分析、要点を社内関係者と共有

Acrobat AI アシスタントの詳細

R&D

業界トレンドなどにより早くアクセス
製品のイベーションをさらに加速

契約締結やコンプライアンス対応を
スピードアップ

庁内外の文書の要点をすばやく把握
することで職員の業務効率をアップ

AI アシスタントは様々な業務の効率化を実現します

契約書の変更内容を社内のガイドラインと照合、変更
内容のリスク評価や、書き換えの候補を生成

過去の訴訟や判例を調べ、複数のドキュメントを横断
して内容を瞬時に把握

法 務

行政の法令や会議議事録などの要点をすばやく把握
することで生産的な業務に充てる時間を確保

外 部の調 査レポートやホワイトペ ーパー 等の要 点を
すばやく把握することで施策検討の工数を確保

自治体職員


